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研究成果の概要（和文）：本研究は、教員養成系大学と科学系博物館等の社会的学習資源とが連

携し、小学校の教員に具備することが望ましい感性を育む科学技術体験プログラムを開発実施

した。国立科学博物館において行われた実践結果や、国内外の参考事例調査から得られた知見

をまとめ、「自然から課題を切り取る力の育成」「時間的制約と学生が培う経験量とのバランス」

「モチベーションの維持・向上」という三つの要素を抽出し、小学校教員養成課程を支援する

システムモデルを提案した。 
 
研究成果の概要（英文）：This research focused on development of an educational program 
system of science and technology for pre-service teachers in cooperation with universities 
and other social learning resources. The result of a practice conducted at the national 
museum of nature and science Tokyo and national and international case researches 
brought three key elements to implement the model program; fostering of problem-finding 
skills from nature, a balance between time constraint and experience of students, and 
maintaining and improving of students’ motivation. On the basis of these achievements, a 
system model was proposed to support a elementary school teacher training course.   
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１．研究開始当初の背景 

国民の科学技術リテラシーの涵養が求め
られている。その一方で、教育職員免許法で
は小学校教員養成課程での教科としての理
科は必修とされていない。また、教員養成系
大学において、すべての教科に関する科目を
必修にすることは困難なのが現状である。故
に、理科指導法については、実験・観察を含

め、一度も理科を履修することなく教壇に立
つことが問題となる。 

理科教育の基盤となる科学技術リテラシ
ーは総合的な資質・能力であるが、その育成
には、社会の各位、特に各教育機関が相互に
連携協力の上で長期間にわたる教育が必要
である。この意味で、学校教育において教員
が果たさなければならない役割は大きい。大
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学においても、カリキュラムの見直しが進め
られてきているが、学生が自ら選択して、そ
れぞれの特性に応じて、繰り返し体験できる
学びの実現については途上にある。 

国立科学博物館では、科学技術リテラシー
涵養のための多様な学習支援プログラムと、
「つながる知」の創造を目指すサイエンスコ
ミュニケータの養成を行ってきている。豊富
な標本資料、学術的成果、体験を通じた科学
技術教育活動のノウハウ、一線の学術研究者、
いつでも何度でも利用することのできる常
設展示等、大学とは異なる学習資源を活用し
たプログラムを開発実施、システム化し、こ
れを各地に普及することにより、小学校教員
のライフサイクルを視野に入れた科学技術
リテラシーの向上が期待できる。 
 
２．研究の目的 

本研究は、教員養成系大学と科学系博物館
等の社会的学習資源とが連携して、小学校の
教員に具備することが望ましい感性を育む
科学技術体験プログラムを開発実施し、教員
のライフサイクルを通じた実施システムの
モデルを提案し、次世代を担う子ども達を伸
ばす将来の小学校教員の理科指導力の向上
に資することを目指すとともに、博物館が持
つ社会における知のプラットフォームの役
割の明確化を提案するものである。 
 
３．研究の方法 

本研究は、大きく以下の四つのステージか
ら構成される。 
(1)予備調査・評価のステージ 
・先進的活動を行っている地域・組織の調

査研究 
・連携機関との調整、共同研究者、研究協

力者との打ち合わせ、活動のフレームの
決定 

・伝達内容の検討、研究の中間成果の公開 
・実地研究実現に向けた検討 
 
(2)本調査・形成的評価のステージ 
・先進的活動を行っている地域・組織の調

査研究 
・調査事例の汎用性の検討、及び、試行的 
な実施及びその影響の調査と評価 

・研究の中間成果の公開 
・プロトタイププログラムをモデルとした

システム化の検討 
(3)総括的評価のステージ 
・先進事例の総括的評価と継続性・汎用性

の検討 
・学会発表、シンポジウム開催、開発プロ

グラムのデモンストレーション等によ
る成果の公開と外部意見の聴取 

・プロトタイププログラムをモデルとした、
システム化の検討 

(4)補足調査・評価のステージ 
・プロトタイププログラムの汎用性の検証
（外部機関におけるプログラム実施） 

・実施システムの再検討と提案 
・学会発表、シンポジウム開催等による成

果の公開と外部意見の聴取 
 
 
４．研究成果 
(1)伝統的な教育学部を持つ国立大学、新構

想大学、教員採用試験の合格者を多数輩
出している私立大学への実地取材により、
カリキュラムにおいて理科は必ずしも必
修科目ではないこと、選択であっても理
科に割く時間数が非常に少ないこと、そ
の不足を補うために大学教員各自で様々
な課外活動を展開していることが明らか
になった。 

(2)全国の国立・公立・私立大学における157
の小学校教員養成課程を対象として教員
養成課程の実態を詳細に探るアンケート
調査を行った。 
その結果、回答を寄せた小学校教員養成
課程は開設２年未満のところが多く、小
学校教員養成課程の効果を見極められな
かった。また、同じ理由で博物館等外部
資源を利用したいという希望があっても
地域のネットワークを確立できていなか
ったり、導入する方策を見いだせなかっ
たりしている様子が浮き彫りとなった。 
さらに、博物館などと連携して行う活動
に対して大学の単位を付与することは、
少数の例を除いてあまり行われていなか
った。その理由の一つとして、博物館が
大学近郊にないことが挙げられた。 

(3)上記アンケート結果を受け、博物館と連
携して行う活動に単位を付与している大
学と、単位は付与していないが利用実態
があり、その満足度があまり高くない大
学を抽出し、実地における聞き取り調査
を行った。 
その結果、学生を外部の活動に参加させ
るためのシステム作りにあたっては、高
いモチベーションを保ちつつ学生の参加
を促すこと、そして学生に「教える」と
いうイメージを的確に持ってもらうため
に、教員の授業のやり方を真似てやって
みてから自分で工夫を施していくことが
効果的な方策として明らかになった。 

(4)大学と他の社会教育機関との連携におけ
るシステム化には、ニーズの共有と同時
にそれぞれのニーズや利益をすりあわせ
て活動をデザインしていく重要性が指摘
された。また、人材（熱意や能力）に依
存しないで効果を発揮するシステム構築
の必要性が示唆された。 

(5)海外調査においては、開発したプログラ



 

 

ムのデモンストレーションを専門家向け
及び一般向けに行うとともに、教員養成
機関での実態や博物館の効果的な寄与の
あり方等についてオーストラリア国立科
学技術館（Questacon、 The National 
Science and Technology Centre）でワー
クショップを行い、オーストラリア国立
大 学 (ANU、  Australian National 
University)等の専門家を交え広く意見
交換を行った。 

(6)本調査研究の成果報告として国際シンポ
ジウムを行い、国内外の大学・博物館関
係者の講演や事例紹介、パネルディスカ
ッションを通じて、研究成果の共有と効
果や可能性について活発な議論を行うこ
とができた。 

(7)国立科学博物館が行った事業のモデルプ
ログラムとしての汎用性と支援システム
の可能性を検証するため、プログラムを
外部機関によって実施した。岩手大学教
育学部と盛岡市立子ども科学館を中心と
した連携によるプログラムの試行により、
地域の教育資源を活用した効果的な学習
の場の創出が可能であるとの知見を得る
とともに、教育委員会を加えた現職教員
の研修とも連携できるシステムモデルへ
の発展の可能性を示唆することができ、
他機関における本プログラムの有効性と
システムとしての発展の可能性が明らか
になった。また、現職の教員を取り込む
といった、博物館を知のプラットフォー
ムとする可能性についても知見を得るこ
とができた。 

(8)過去３年間の調査・実践事例と追加調査
で得られた事例から、支援プログラムの
連携 システムのカテゴリー化を試みた。 
小学校教員養成課程を支援するシステム
化のための要素を抽出し、「自然から課題
を切り取る力の育成」「時間的制約と学生
が培う経験量とのバランス」「モチベーシ
ョンの維持・向上」という課題と、シス
テム化にあたっての参考になる事例を検
討し、「科学教授センター（仮称）」の設
置を中心とした、システムモデルを提案
した。 
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